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Ⅰ．平成２３年度気象庁関係予算の概要

予算総括表

(単位：百万円)

２３年度予算額

計(A) (A)-(B) (A)/(B)

一 　般 　会 　計

対前年度
比較増減

前 年 度
予 算 額

(B)

区 分
倍 率

 うち
　 特別枠

○物件費 23,975 818 25,945 1,970△ 0.92

主要施策 8,221 818 9,123 902△ 0.90

  

地震・津波対策の強化 341 341 517 177△ 0.66地震 津波対策の強化 341 517  

台風・集中豪雨等への対応の強化 1,067 478 1,060 7 1.01

静止地球環境観測衛星の整備 6,814 0 7,546 732△ 0.90

○人件費 35,060 0 36,044 985△ 0.97

合 計 59,035 818 61,989 2,954△ 0.95

(注) 端数処理のため計算が合わない場合がある。

前年度予算額は、本年度予算額と比較対照のため組替え掲記したので、成立予算額とは符合しない。

(参考)

この他、特別枠として要望した事項 の一部 929百万円（地震・津波・火山対策の強化：650百万円、台風・集中豪雨等への

対応の強化：279百万円）については、平成22年度経済危機対応・地域活性化予備費により措置した。
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１．地震・津波対策の強化

①津波警報の改善 （９６百万円）

チリ地震津波を踏まえ、津波の評価・解析体制を強化し、津波警報等の精度を向上。

Ⅱ．主要事項

３４１百万円

時間的余裕がない場合（近地地震による津波）

津波伝播シミュレーションの実施

津波警報の発表

津波データ
ベースによる
初期予測

＜改善内容＞

○津波シミュレーション
分解能10倍
○計算時間を1/3

津波警報の発表

地
震
発
生

震源
津波到達まで時間的
余裕がある場合

（遠地地震による津波）

○計算時間を1/3

◎（チリ地震津波の例）
予測値と観測値の差
が３割改善

・津波伝播経路上における津波の予測値と観測値の比較・評価
・迅速かつきめ細かいシミュレーションを実施

○津波評価・解析装置の導入
○新しいシミュレーション手法（並列プログラム）の導入

②首都直下地震、東南海地震等に対する緊急地震速報の高度化（７４百万円）

他機関の大深度地震計、海底地震計観測データを活用し、緊急地震速報を高度化。

大深度地震計（防災科学技術研究所）

首都直下地震に対する緊急地震速報

海底地震計（海洋研究開発機構）

東南海地震に対する緊急地震速報

大深度地震計（防災科学技術研究所）

23年度：実証実験
23年度：処理ソフトウェア開発、

実証実験

24年度：本運用開始

より早く緊急地震速報を発表することが可能
（首都直下地震：１秒程度、東南海地震：８秒程度）

○強い揺れが到達するまでの猶予時間の確保
○事前対策の実施による被害の軽減
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「震度」とは別に、高層ビル等に被害を及ぼす「長周期地震動に関する情報」を新たに
提供

（分析手法、指標等を検討）

③長周期地震動情報の提供 （１１百万円）

平成２３年度

平成２４年度以降
○長周期地震動情報（観測）の提供（H24年度以降）

平成２３年度
○長周期地震動情報（観測）のあり方の検討

長周期地震動情報（観測）のイメージ

○長周期地震動情報（観測）の提供（H24年度以降）

Ｐ波

Ｓ波

長周期地震動

長周期地震動が発生！

この地震により巨大構造物
に被害のおそれ！

※長周期地震動の特徴

・震源から遠く離れた場所 で高層ビルや石油タンク等
の巨大構造物に大きな被害が発生

・短い周期の波に比べて、減衰しにくい

本庁及び大阪管区気象台

④地震観測データ収集ネットワークの切替え等 （１６０百万円）

○フレームリレーサービスの終了に伴うデータ収集ネットワークの切替え

の巨大構造物に大きな被害が発生

フレームリレー網
↓

多機能型地震観測
中枢局装置

緊急地震速報データ
波形データ
震度データ

気象

地震活動等総合
監視システム

緊急地震速報
地震情報
津波情報

↓
ＩＰ－ＶＰＮ

中枢局装置
↓

機器更新

報道機関
防災機関等
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○老朽化したシステムを更新して機能を維持、安定した観測を継続

・気象レーダー観測処理システム（ROPS）は、全国のレーダーの遠隔監視・制御、
データの集約・合成（画像作成）を実施

①気象レーダー観測処理システムの更新・強化（３７２百万円）

２．台風・集中豪雨等への対応の強化 １，０６７百万円

【気象レーダー観測網】
（全国20箇所）

デ タの集約 合成（画像作成）を実施

気象レーダー観測処理システム（ROPS）

将来のサイト装置の更新に合わせ、
レーダー近傍の都市域を中心に、250m

【高解像度化の例】→将来の観測の高解像度化に対応 （イメージ図）

、
メッシュの３次元高解像度化を実現
（現状は、 1kmメッシュ）

②天気図解析システムの更新・強化（１０５百万円）

成 着 続

１ｋｍメッシュ 250ｍメッシュ

各種観測値

衛星データ ○近海の船舶に対し、海上の風の予想図を
提供し、危険回避を支援

○各種天気図の作成を着実に継続

風向 風速予想図

○老朽化したシステムを更新 天気図の作成・提供を着実に継続し、機能を強化

数値解析・
予想GPV

航海中の船舶の危険回避

○民間気象事業者等が加工しやすい
形式（ベクトル形式）での提供

風向・風速予想図
（地方海上分布予報）

様々なメディアによる柔軟な
データ加工
悪天候に対するより効果的な
警戒の呼びかけ

- 4 -



③次世代予報スーパーコンピュータシステムの整備（３１８百万円）

○高度化した数値予報モデルの運用を通じてより高精度の予測を可能とするために、
計算能力を飛躍的に向上させたスーパーコンピュータシステムを整備
（2年計画の2年度目）

全球モデル
局地モデル

計算能力を飛躍的に向上させた
スーパーコンピュータシステム

局地モデル

［計画］ 高度化した数値予報モデル（局地モデル、全球モデル）（自主開発）の運用
によって、予測精度をより一層向上させ、気象業務を改善

局地的大雨対策 台風等対策

（平成２４年３月運用開始予定）

（局地モデル） （全球モデル）

精度向上・
プロダクト拡充等

業務改善 短時間強雨等に対する
防災気象情報の高度化

数日先の暴風雨等に対する
防災気象情報の提供

台風（強度）の予測
急速に発達する低気圧の予測

局地的大雨の予測

（局地モデル） （全球モデル）

④地上気象観測装置の更新（２７２百万円）

○全国の地域気象観測網の基盤となる、気象官署等156箇所の地上気象観測装置を
更新 （5年計画の2年度目）

感雨計
風向風速計

地
域
気
象
観
測

観測装置
種類

観測要素

地上気象
観測装置

気温、風向風速、雨量、
日照・日射、積雪、感雨、
湿度、気圧

アメダス
気象計

気温、風向風速、雨量、
日

視程計

雨量計
気圧計

日射計
日照計

温度計

湿度計

積雪計

測 気象計 日照、積雪

アメダス
雨量計

雨量
・全国の気象官署等において、

気温、風向風速、雨量、日射、積雪、
感雨、湿度、気圧の観測を実施
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国民の安心・安全に寄与する防災情報の作成及び地球環境の監視に欠かせない静
止地球環境観測衛星を平成２６・２８年度に打ち上げるための整備を着実に推進。
ＰＦＩ方式による運用を実施。

防災のための監視機能を強化
■台風の監視機能が向上★ 解像度を２倍に強化

効
果★観測時間を１０分間に短縮

2014.夏 打上予定

2016.夏 打上予定

H2323 『26･28年度打ち上げに向け着実に推進』

製 作 観測運用

観測運用

待機運用 観測運用

待機運用

待機運用

製 作 待機運用

一
括
調
達

待機運用

待機
運用

観測運用

運輸多目的衛星新１号
ひまわり6号

運輸多目的衛星新２号
ひまわり７号

静止地球環境観測衛星
ひまわり８号・９号

年 度
H16
2004

H17
2005

H18
2006

H19
2007

H20
2008

H21
2009

2011
H24
2012

H25
2013

H26
2014

H27
2015

H28
2016

H29
2017

H30
2018

H31
2019

H32
2020

H33
2021

H34
2022

H35
2023

H36
2024

H37
2025

H38
2026

H39
2027

H40
2028

H41
2029

2005.2.26打ち上げ

2006.2.18打ち上げ

打ち上げ

打ち上げ

H22
2010

３．静止地球環境観測衛星の整備 ６，８１４百万円

観測運用

ＰＦＩ方式による運用 地上設備製作等 運 用

■集中豪雨や突風をもたらす
雲の監視機能を強化１時間に２回観測 １時間に６回観測

民間事業者（気象衛星ひまわり運用事業株式会社）が既存のノウハウを活用して衛星
を運用し、気象庁は当該事業者から安定的に観測データを取得し気象業務を行う。

★ 画像の種類が増加

効
果

地球環境の監視機能を強化

赤外域

（人の目に見えない）

可視域

（人の目に見える）

近赤外域

（人の目に見えない）

RGB

３原色画像
(カラー合成画像）

白黒画像

な し

４種類の画像

１０種類の画像３種類の画像

短い 長い

ＰＦＩ方式による衛星の運用

波

長
次
期
衛
星

16
種
類

■火山灰や大気中の微粒子の
分布や移動を高精度に把握

火山灰、黄砂、雪氷分布、オゾン等

■温暖化予測の精度向上に貢献

現
行
衛
星
５
種
類
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老朽化した観測機器を更新するとともに、大きな津波を引き起こす超長周期地震

《参考》 平成２２年度経済危機対応・地域活性化予備費による措置

○地震・津波等の観測・監視の基盤整備 929百万円

平成23年度予算概算要求において特別枠として要望した事項のうち、以下について
は、平成22年度経済危機対応・地域活性化予備費(H22.9.24閣議決定)により措置。

（津波地震）の観測体制を整備し、安定した防災情報の提供を図る。

②潮位観測機器の更新 （10百万円）

津波・高潮の実況監視に不可欠な潮位観測機器
のうち、老朽化が著しいフロート式検潮儀を電波
式検潮儀に更新

ワイ ー

①震度計計測部の更新 （211百万円）

地震災害時発生時における防災機関の速や
かな応急対策に不可欠な震度情報を正確に
発表するため、整備から10年以上経過してい
る震度計計測部を更新

フロート

ワイヤ

フロートまでのワイ ー 波（ イクロ波）により

計測部

処理

送信部

気象庁

④火山観測・監視体制の再編・強化 （286百万円）

フロ トまでのワイヤ
の長さで潮位を測定

電波（マイクロ波）により
潮位を測定

処理部

津波地震（超長周期地震）の規模やメカニズ
ムを迅速、正確に把握するため、全国１０カ
所に超長周期地震計を整備。

③超長周期地震計の整備 （143百万円）

大学等他機関との連携・共有化を図りつつ、老朽化し
た既設の火山観測装置を効率的・計画的に更新

地震発生

ゆっくりした滑り

揺れは弱いが規模
は非常に大きい

観測された津波
(最大38m)

巨大津波
ＧＰＳ

ＧＰＳ

地震計

空振計傾斜計

⑤沿岸波浪観測施設の更新・強化 （279百万円）

老朽化した波浪計を新型のレーダー式波浪計に更新

マイ
クロ
波

観測局

気象庁
マイ
クロ
波

観測局

気象庁

経ヶ岬

石廊崎

松前付近

江ノ島付近
福江島付近

今回計画
２１年度整備

気象庁沿岸波浪計配置

ＧＰＳ

佐多岬付近

風浪など
周期の短い波

うねりなど
周期の長い波

レーダー式波浪計

同時に多方向から来る異なる周期の波
浪を観測することが可能となり、沿岸付
近の危険な波浪に対する情報を高度化
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